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　　　The author of this paper has taught English for 15 years at three senior high 
schools, has worked for Okayama Prefectural/Municipal Board of Education for 10 
years, and has been in charge of the teacher training course for the past 10 years at 
NDSU.
　　　This paper focuses upon ten years’ record of English teacher training program 
at NDSU with special reference to the practical structures both in and out of the 
curriculum.  
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　はじめに
　筆者は，英語教諭として 15 年間，公立高等学校で英語を指導し，その後 10 年間，岡山
県教育委員会及び岡山市教育委員会事務局で教育行政に携わった後に，2004 年４月から
本学文学部英語英文学科において，教職担当者として 10 年間にわたり英語教員の養成に
従事してきた。
　本稿第Ⅰ部においては，現在の日本の教員養成制度のもとで求められる教師像を整理し，
その後に日本における英語教育政策の変遷を概観し，求められる英語教員像を論じる。
この英語教員像をもとに本学においてこの 10 年間で整備した，本学独自の英語教員養成
カリキュラムの全体像をまとめ実践報告とする。
１　求められる教師像
　（１） 教師を取り巻く状況
　元来，日本の学校教育制度や教育内容は，世界的に高水準にあると評価されてきた。教
師の多くは，教師としての使命感や誇りを持っているし，教育的愛情をもって子どもの教
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育にあたっている。さらに，指導力を高めて児童生徒理解を深めるために様々な工夫や改
善を行い，自己研鑽いわゆる研究と修養（研修）に努めている。日本には毎年，多くの諸
外国からの教育視察団が訪れて日本の学校現場を視察し，その教育制度及び内容を自国の
子どもたちのために生かすべく研鑽している。筆者も教育委員会勤務時代に，多くの海外
からの教育視察団への対応を担当してきたが，視察団の人々が日本の整備された教育制度
と献身的に勤務する教職員の質の高さに驚嘆し，日本の戦後復興の秘密は教育にあったと
いう感想をもって帰国していた。
　（２）教育改革と高まる教員への期待
　高い教育水準を誇る一方で，今日，学校教育や教員をめぐる状況は大きく変化してきて
おり，教員の資質能力が改めて問い直されてきているのも事実である。2006 年 12 月の教
育基本法の改正以来，教育関連諸法令の改正が相次ぎ，2006 年７月 11 日に中央教育審議
会から出された「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」に基づき，2008
年 11 月 12 日に教育職員免許法施行規則の改正が公布され，それを受けて 2009 年４月１
日に改正同法施行規則が施行された。このことにより，教職課程を有する大学においては，
学生に対する教職指導の一層の充実に努めなければならないことが法令上も明文化された
のである。このような教育改革のもと，例えば英語教員については，教える側である教員
のより一層の英語コミュニケーション能力向上のため，2003 年度から５年間をかけて全
国のすべての英語教員に対する集中研修が実施された。
　（３）教員に求められる資質・能力
　このような教員を取り巻く状況の中で，教師を目指す学生として，今後どのような資質
と能力が教員に求められているのかを知ることは極めて有益であろう。教員に求められる
資質を端的に表しているものとして次の二つがしばしば引用されているし，各自治体が実
施する教員採用試験の要項でも参考にされているので，教師を養成する前提としてその趣
旨をしっかりと理解しておきたい。次の表 1 は，教育職員養成審議会第１次答申（「新た
な時代に向けた教員養成の改善方策について」1997 年７月）で示された三つの教員に求
められる資質能力であり，次ページの表２は，文部科学省の諮問機関である中央教育審議
会の答申（「今後の教員養成・免許制度の在り方について」2006 年７月）で示された優れ
た教師の３要素である。　
表１　教員に求められる資質能力
　①いつの時代にも求められる資質能力
　教育者としての使命感，人間の成長・発達についての深い理解，幼児・児童・生
徒に対する教育的愛情，教科等に関する専門的知識，広く豊かな教養，これらを基
盤とした実践的指導力等
　②今後特に求められる資質能力
　地球的視野に立って行動するための資質能力（地球，国家，人間等に関する適切
な理解，豊かな人間性，国際社会で必要とされる基本的資質能力），変化の時代を
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生きる社会人に求められる資質能力（課題探求能力等に関わるもの，人間関係に関
わるもの，社会の変化に適応するための知識及び技術），教員の職務から必然的に
求められる資質能力（幼児・児童・生徒や教育の在り方に関する適切な理解，教職
に対する愛着，誇り，一体感，教科指導，生徒指導等のための知識，技能及び態度）
　③得意分野を持つ個性豊かな教員の必要性
　画一的な教員像を求めることは避け，生涯にわたり資質能力の向上を図るという
前提に立って，全教員に共通に求められる基礎的・基本的な資質能力を確保すると
ともに，積極的に各人の得意分野づくりや個性の伸長を図ることが大切であること
表２　優れた教師の３要素
　①教職に対する強い情熱
　　　教師の仕事に対する使命感や誇り，子どもに対する愛情や責任感など
　②教育の専門家としての確かな力量
　子ども理解力，児童・生徒指導力，集団指導の力，学級づくりの力，学習指導・
授業づくりの力，教材解釈の力など　
　③総合的な人間力
　豊かな人間性や社会性，常識と教養，礼儀作法をはじめ対人関係能力，コミュニ
ケーション能力などの人格的資質，教職員全体と同僚として協力していくこと
　上述の二つの表に示されているように，教師には大きな期待が寄せられていることが分
かるが，新任教師にこれらすべての資質能力を完璧に身につけていることが求められてい
るわけではない。優れた教師の３要素を示した中央教育審議会答申は同時に，新任教師や
教員採用試験で求められる「教員として最低限必要な資質能力」について，次のように説
明している。
表３　教員として最低限必要な資質能力
　教職課程の個々の科目の履修により修得した専門的な知識・技能を基に，教員とし
ての使命感や責任感，教育的愛情等を持って，学級や教科を担任しつつ，教科指導，
生徒指導等の職務を著しい支障が生じることなく実践できる資質能力
　これらの答申から読み取れることは，教師という職業は，教員免許状を取得し採用試験
に合格して採用されるところから，やっとスタートが切られるということである。教育公
務員特例法により任命権者である教育委員会には教員に研修の機会を保証することが法的
に義務づけられ，教員にも研修権を保証しながら同時に研究と修養に努める義務を課して
いるのは，こういう職務の特殊性に依拠しているのである。教師はその一生涯をかけて子
どもの人格形成に貢献することが求められ，採用後の研修や実践を通して，子どもに教え
ながら同時に自らも人間的に成長するのである。また，教師自らも成長しなければ教え続
けることができない職業であるとも言えるのである。したがって，若い教師志望者に問わ
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れているのは，上述の教員に求められる資質について採用時点で少しでも高い能力を有し
ていることも大切ではあるが，それらの資質を将来にわたり身につけようと努力し続ける
熱意と素質があるかどうか，すなわち教員としての将来性であるということになる。
２　英語教育政策の変遷
　（１）政策提言・英語教育政策・学習指導要領　
　「中学校，高等学校，大学と 10 年間も英語を学習しているにもかかわらず英語が話せな
い」という厳しい批判が，常に日本の英語教育に向けられてきた。これまでの日本の英語
教育の変遷を歴史的に見ると，経済界からの政策提言があり，これを受けて国による英語
教育政策が策定された後，学校教育に関する法令といえる学習指導要領が改訂されるとい
う大きな流れがあることが分かる。本稿では，先ず 21 世紀に入ってからのこの流れを時
系列にまとめ，今後の英語教員養成に何が求められているのかを考察する。
① 2000 年　『日本のフロンティアは日本の中にある』（「21 世紀日本の構想」懇談会）
　今後のグローバル化した国際社会に対応した人材育成のために，「グローバル・リテラ
シー」としての英語の重要性と IC 活用の在り方が提言された。
② 2000 年　『グローバル化時代の人材育成について』（経団連）
　前述の懇談会報告を受けた形で，次のようなより一層，具体的な英語教育に関する提言
が行われた。
　○小中高の各学校段階での英会話力の強化　
　○英語が堪能な民間人及び母語話者の学校教育への採用　　　
　○英語教員採用時の TOEFL・TOEIC 等の利用推進
　○センター試験におけるリスニングテストの実施
③ 2003 年『「英語が使える日本人」のための行動計画』（文部科学省）
　文部科学省では，英語教育を抜本的に改善する目的で，2002 年７月 12 日に作成された
『「英語が使える日本人」の育成のための戦略構想』に基づき，総合的なアクションプラン
として行動計画を策定した。2008 年度を目指し，今後５カ年で，英語教育の改善の目標
や方向性を明らかにし，その実現のために国として取り組むべき施策などをまとめた。こ
の行動計画で示された７領域のうち，英語教員養成に関わる３領域を取り上げて，それぞ
れ具体的に示された目標と施策を以下にまとめてみる。
　《英語の授業に関する事項》　　
　 ○英語を使用する活動を積み重ねながらコミュニケーション能力の育成を図る。
　 ○英語の授業の大半は英語を用いて行う。
　 ○ 地域に英語教育に関する先進校を形成する（スーパ ・ーイングリッシュ・ランゲージ・
ハイスクール　SELHi）
　《英語教員に関する事項》　　
　 ○概ね全ての教員が上記のような授業ができる一定の英語力及び教授力を備える。
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　　今後の英語教員養成に大きく関わるであろう次の二つの施策が提唱された。
　　　（1）英語教員が備えておくべき英語力の目標値の設定
　　　　①英語能力検定準１級　　② TOEFL 550 点以上　　③ TOEIC 730 点以上
　　　（2） 全英語教員に対する集中的悉皆研修の実施
　　　　2003 年〜 2007 年までの５年間で全英語教員を対象に 10 日間の研修を実施
　 ○中・高校の英語の授業に週１回以上はネイティブスピーカーが参加する。
　 ○英語に堪能な地域の人材を積極的に活用する。
　《入学者選抜等に関する事項》
　 ○大学入試センター試験にリスニングテストを導入する。
　 ○大学・高校入試において，外部検定試験の活用を促進する。
④ 2006 年　『今後の教員養成・免許制度の在り方について』（中教審答申）
　前項１で述べたように，2006 年 12 月の教育基本法の改正以来，教育関連諸法令の改正
が相次ぎ，教員養成に大きく影響を及ぼした教育職員免許法施行規則の改正・施行が行わ
れた。このことにより，教職課程を有する大学においては，学生に対する教職指導の充実
に努めなければならないことが法令上も明文化された。これらの国の動向を受け，本学で
は教職履修学生のための指導を一層充実させるために，2010 年 10 月，学内に教職支援セ
ンターを開設した。
　このように，全国の教職課程認定大学に大きな影響を与えた同答申の趣旨は以下のとお
りである。
　　《大学における組織的指導体制の整備》
　　（1） 「教職実践演習」の新設・必修化（２単位）
　　（2）教育実習における大学の責任ある対応を法令上，明文化
　　　 ○能力・適性等に問題のある学生は実習に出さない
　　　 ○母校実習はできるだけ避ける
　　（3）「教職指導」の実施を法令上，明文化
　　　 ○教職課程全体を通じて，学生に対するきめ細かい指導・助言の充実
　　（4）各大学の「教員養成カリキュラム委員会」の機能の充実・強化
　　《教職課程に係る事後評価や認定審査の充実》
　　　是正勧告や認定取消を可能とする仕組みの整備
　このような教職課程の質的水準の向上に関する提言の他に，教職大学院制度の創設や教
員免許更新制の導入など，その後の教育制度に大きな影響を及ぼすことになった提言がな
された。
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⑤　2008 年　中学校学習指導要領改訂【2014 年度から実施】（文部科学省）
　「ゆとり教育」から大きく方向転換を図ったこの年の学習指導要領の英語教育に関する
特徴は以下のとおりである。
　○各学年の授業時数を週３コマから週４コマ（約３割増）へ充実
　○従前の「聞く」「話す」を重視した指導から４技能のバランスの取れた指導への改善
　○指導語彙を 900 語から１，200 語へ充実
⑥　2009 年　高等学校学習指導要領改訂【2015 年度から実施】（文部科学省）
　中学校学習指導要領の改訂に続いて実施された高等学校学習指導要領の英語教育に関す
る特徴は以下のとおりである。
　○ 選択必履修から「コミュニケーション英語Ⅰ」の共通必履修に変更する等，科目構成
を変更
　○ 生徒が英語に触れる機会を充実させるとともに，授業は生徒の理解の程度に応じた英
語を用いて行うことを基本とすることを明示
　○指導語彙を１，300 語から１，800 語へ充実
⑦　2011 年　『グローバル人材の育成に向けた提言』（経団連）
　グローバル化した国際社会に対応した人材育成のために，これまでにないより一層具体
的な提言がなされた。
　○外国語によるコミュニケーション能力の向上
　○大学生の内向き志向解消と留学奨励及び留学生受け入れの推進
　○グローバル 30 事業採択 13 大学と経団連の連携及び海外大学との連携
⑧　2011 年　『国際共通語としての英語力向上のための５つの提言と具体的施策』
（外国語能力の向上に関する検討会）
　上述③の行動計画により策定された５カ年計画の達成状況について検証を行った当該検
討会は，一定の成果があったことを認めながらも，生徒や英語教員に求められる英語力な
ど，必ずしも目標に十分に到達していないものもあり，真に英語が使える日本人を育成す
るためには，我が国の英語教育についてその課題や方策を今一度見直す必要があるとして，
５つの提言と具体的施策を提言した。この５つの提言のうち，英語教員養成に関わるもの
を２つ取り上げて精査する。
　【提言１】生徒に求められる英語力について，その達成状況を把握・検証する。
　《具体的施策》
　 ○ 国や教育委員会，学校は外部検定試験を活用し生徒に求められる英語力の達成状
況を把握・検証
　　中学校卒業段階―英検３級程度以上　高等学校卒業段階―同準２級〜２級程度以上
　 ○国は，国として学習到達目標を CAN―DO リストの形で設定することに向けて検討
　 ○学校は，学習到達目標を CAN―DO リストの形で設定・公表する。
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　【提言４】英語教員の英語力・指導力の強化
　《具体的施策》
　 ○国は，英語教員に求められる英語力についてその達成状況を把握・公表する。
　　 英語教員に少なくとも求められる英語力の基準：
　　　英検準１級，TOEFL（iBT）80 点，TOEIC730 点程度以上
　 ○ 教育委員会は，英語教員採用の際，外部検定試験等を活用し，英語教員に一定の
英語力を求める。
　なお，英語教員養成に直接的に関与するものではないが，提言５では「グローバル社会
に対応した大学入試になるよう改善を図る」という旨が提言されており，大学関係者とし
て重く受けとめなければならないことを付記しておく。
　（２）本学が養成を目指す英語教員像
　教育基本法第１条，教育の目標で明確に規定されているように，英語教師の仕事は英語
の授業を行うことにより生徒の発達段階に応じた教育を施し，その人格の完成を目指し，
平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な資質を養うことにある。したがって英語
教師は英語の授業を行うにとどまらず，学級経営，部活動の指導，進路指導や教育相談等
のガイダンス，学校内外での生徒指導，家庭や地域社会との連携など，極めて多忙かつ厳
しい環境で勤務しているのである。さらに最近は社会の変化が著しく，学校教育，家庭教
育，社会教育の在り方が大きく揺らいでいる面があり，社会全体が教育についての自信を
失っているような状況の中で，学校教育への期待はますます大きくなっている。このよう
な現状では，英語教師は単なる英語授業者にとどまることなく，生徒指導等も含めて生徒
の教育そのものに責任を持たなければならない。その意味でも，英語授業を行う前提とし
て，より良き教師，より良き教育者になるべく努力することがまず第一に英語教師に求め
られるであろう。
　次に良い英語教師は英語の運用能力がなければならない。まず英語教師に要求されるべ
きことは英語そのものに十分堪能でなくてはならないということであろうし，このことに
異議を唱える人はいないであろう。生徒の英語学習の目標が英語を聞いたり話したり，読
んだり書いたりする能力を身に付けることにある以上，その生徒を教える教師も英語によ
る理解と表現が自由にできなくてはならない。教師に十分な英語の運用能力がなければ，
生徒の運用能力を伸ばすことが難しいからである。
　それでは英語教師に求められる英語運用能力はどのようなものであろうか。前項でもす
でに述べたが，「『英語が使える日本人』の育成のための戦略構想（文部科学省，2002 年
７月）」で示された，英語検定準１級，TOEFL 550 点以上，TOEIC  730 点以上が一つの
指標として考えられているが，この点で合格点が取れる英語教師が意外に少ないというこ
とが判明した。文部科学省の「外国語能力の向上に関する検討会」（座長・吉田研作 上智
大学外国語学部英語学科教授）が 2011 年６月 30 日に打ち出した提言・施策案の中で，実
際に上記で示した資格・スコアを取得している英語教員は公立中学校で 24％，公立高等
学校で 49％と低く，外部検定試験を受検したことのない教員も中学校で４割，高校で３
割いたことを公表し，国や教育委員会は外部検定試験を受検するよう促すとともに，達成
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状況を把握・公表するとした。
　筆者は，学生たちには大学時代のうちに英語検定準１級を取得できるように計画的に取
り組むよう指導しているが，この壁を越えるのはなかなか大変である。ただし本学では，
準 1 級のみならず約２年に一人は英語検定 1 級を取得しており，学生たちも自覚して努力
しているようである。２，３ヶ月の間，英語圏の国に語学研修にいけば，英語を使いこな
すことができるようになるわけではない。自己の英語運用能力を伸ばすには，地道な努力
が必要であるが，今日では，英語のインプットを浴びる状況は，外国へ行かずとも自分の
創意工夫次第で居ながらにして創り出すことが可能である。テレビの二カ国語放送のプロ
グラム，BS，英会話の番組を見たり，ケーブルテレビを引けばいつでも CNN，BBC など
の放送が自由に見ることができる。英字新聞や英語雑誌なども手軽に入手できる環境にあ
り，最近ではインターネットにより必要な資料がいつでも手に入る。全国の多くの学校に
は，ALT としてネイティブ・スピーカーが配置又は訪問しているので，昔は留学しなけ
れば得ることができなかったような環境が自分の心がけ一つで可能になっている。日々，
心がけて，英語との接触を自分の日常生活の一部として，運用能力の習得に励んでいくこ
とが必要である。
　筆者は，このような努力をしている英語教師の後ろ姿が，日々の授業を受けている生徒
に有形無形の影響を与えうると信じている。授業のわずかな時間で教師が知識を教え込む
にはおのずと限界がある。学校以外でどれくらい生徒が勉強するかが教師の腕である。生
涯学習の時代と言われる現代で，生涯学び続ける生徒を育成しようと思えば，教師自らが
学び続ける学習者モデルとなり生徒に範を示す必要がある。生徒にとって教師の学ぶ姿こ
そが最も効果的な指導であろう。
　英語教師は英語の運用能力があり，その文化や背景に精通していても，それだけでよい
というものではない。次に，英語の教え方が上手でなければならないということが，英語
教師に求められる必須の条件である。生徒は自分の先生の教え方に対して敏感であるし，
期待もしている。授業の目標を設定し，どのような教材を用い，どのような年間計画で，
どのような指導法によって授業を進めるかは，生徒にはコントロールできないのであり，
すべては教師の責任で行われるからである。　
　したがって，大学では教科をどのように教えるかについての教科教育法に関する科目が
教員免許取得のための必修科目となっている。大学で学んだ外国語教授法の理論をもとに
しながら，英語教師のおのおのは，それぞれの授業実践を通して自分なりの指導法を創り
上げていくのであるが，教授法の中でこれが最善というものはなく，多くの場合，いろい
ろな教授法の折衷案を自分で探し出すことになる。いずれにしても，理論を学ぶことによ
り，俯瞰的な視野を持って授業に臨み，実際の授業実践を通して生徒から生のデータを収
集・分析して授業改善に活かしていくような，いわゆる理論と実践を融合させるような姿
勢で授業に臨むことが大切である。
　以上で論じてきた点を英語教員養成の基本的な観点として踏まえ，本学における英語教
員養成プログラムの目標を次ページの表４にまとめて明示しておくこととする。
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表４　本学が養成を目指す英語教員像
　① 　教育への正しい理解と情熱を持ち，生徒に向き合うことのできる幅広い人間性を
有している。
　②　英語そのものを深く学び，高いレベルの英語運用能力を有している。
　③ 　英語科教育に関する関連諸科学を深く学んだ上で，具体的な英語指導の経験を多
く積むことにより，実践的指導力を有している。
３　本学の英語教員養成プログラム
　前項表４で示したような英語教員を養成すべく，10 年間で試行錯誤の上に取り組んで
きた内容を，以下にカリキュラム内並びにカリキュラム外の二つの観点に分けて示す。
　A　カリキュラム内プログラム
　（１）教職に関する科目
　本学教職課程において教員免許状取得のために履修が求められる授業科目を，履修年次
に沿ってまとめたものが表５である。
表５　教職に関する科目一覧
履修年次 授　業　科　目　名 単位数 実務家教員 特別講義 備　　考
１年 教職基礎 ２ ○ １
２年
教育原理 ２ ―
教育心理 ２ ―
教育課程論 ２ ○ ２ 特別活動を含む
英語科教育法Ⅰ ２ ○
道徳教育の研究 ２ ○
介護等体験の理論 １ ○ １
３年
学校経営論 ２ ○ ２
生徒指導の研究 ２ ○ １ 進路指導を含む
教育相談 ２ ○ １ カウンセリングを含む
英語科教育法Ⅱ ２ ○ １
英語科指導法演習Ⅰ ２ ○ １
英語科指導法演習Ⅱ ２ ○ １
介護等体験の実践 １ ○ １
教職特講Ⅰ ２ ○ １ 選択：教職相談員
教職特講Ⅱ ２ ○ １ 選択：教職相談員
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　教職に関する科目についての本学の大きな特色は，教える側の「実務家教員率」の高さ
である。国が定める教職大学院の設置基準によると，専門職大学院という観点から，学校
現場での経験を有する，いわゆる実務家教員の比率は４割以上とされている。本学での教
員組織における実務家教員率は，表５に示すとおり，授業科目の担当率で 89.5%（19 科目
中 17 科目），授業を担当する実務家教員率で 75.0％（８人中６名）であり，教職大学院の
設置基準を大きく超えている。なお，表中の特別講義については，次項（3）で詳しく触
れることとする。
　（２）教科に関する科目
　教育職員免許法施行規則に定める科目区分と本学英語英文学科における必修単位数は次
の表６に示すとおりである。
表６　教科に関する科目一覧
　免許法上の定めである 20 単位を大きく超える 48 単位を学科の必修単位数としているこ
とからも，本学の教科専門教育に関するカリキュラムの充実が見て取れるところであるが，
教職履修学生の多くが，選択履修でさらに多くの学科専門科目を履修していることも付記
しておきたい。
　（３）特別講師としての現役教員及び卒業生の活用
　前項（1）において本学教職カリキュラムの特色として実務家教員率の高さを述べたが，
さらに一層，学生たちに教育現場の実情を知る機会を多く設け，現在大学で学んでいる内
容が将来の教師としての職業にどのように結びついていくのかを実感させるための方策を
講じている。本学では，このような方策の一環として予算措置を講じ，多くの教職科目に
４年
中等教育実習事前事後指導 １ ○ １
教育実習 ４ ― 学外実習
教職実践演習 ２ ○ ４
教職特講Ⅲ ２ ○ 選択：教職相談員
科　目　区　分 必要単位数 本学必修単位数
英　語　学 1 単位以上
文学系 14
言語系 28
英　米　文　学 1 単位以上
文学系 20
言語系 6
英語コミュニケーション 1 単位以上 12
異文化理解 1 単位以上 2
必要最低単位数 20 48
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おいて必要に応じて学校現場で活躍されている現役教員・教頭・校長・教育委員会指導主
事等を特別講師として招き，特別講義を実施している。2013 年度実績としては，前掲表
５に示すとおり 19 授業科目に 15 回の特別講義を実施した。
　さらに，英語科教育法の指導の一環として，各年次に本学卒業生の英語教員を招いて次
のような内容で特別講義を実施している。
　１年次：①教員という職業の魅力　②学校の実際
　２年次：①英語教師としての勤務の実際　②英語授業の実際
　３年次：①教員採用試験に向けての心構えと準備　②生徒指導の実際
　４年次：①教員採用試験合格のために　②学校現場に出る心構えと準備
　講師として学生に話をする卒業生の姿を見るにつけ，つい最近まで大学の教室で学んで
いた学生たちが，卒業後に教師として学校で勤務する中で実にたくましく成長しているこ
とに感銘を受ける。そのような先輩の姿に触れることは，それぞれが教職への想いを深め
ていく過程にある学生にとっては大変貴重な体験となっており，このような取り組みを通
して先輩の教育力を大学教育に活かしていることが，本学の教職指導の大きな特色と言え
るであろう。次の文章は，本学入試広報部が高校生対象に作成した大学案内パンフレット
の中で，英語英文学科卒業生として紹介された教職履修学生のものであるが，本学の４年
間の教職指導の有りようが良く表れていると思われる。
　中学校で英語を教えていますが，入学当初は迷いながら履修した教職課程でした。
しかし，１年次から先輩方の生の声，学校を別の角度から知ることのできた学校支援
ボランティアなど，多くの機会を与えてもらい，すぐに目標が定まりました。
　様々なことを共有できる同じ夢をもつ仲間，悩んだ時はいつでも相談にのってくだ
さる先生方，教職支援センターや教職相談室など，目標に向かって努力できる環境が
整っていました。清心で教職課程を履修できて本当によかったと思います。本学で教
えていただいたこと全てに誇りをもって教師生活を送っています。
竹山祐香（2012 年度卒）井原市立木之子中学校　教諭　
　（４）海外での学修
　カリキュラムにおける本学のもう一つの大きな特色として，希望する学生に海外での語
学研修の機会を提供していることが挙げられる。研修期間の長短により，次の二つの機会
を提供し，単位認定等の措置を講じている。
　①　短期語学研修
　海外提携大学のうち，語学研修センター等を設置して外国人留学生を受け入れている大
学に約１ヶ月の派遣を実施している。１ヶ月間の提携大学における授業とホームステイに
よる現地の英語ネイティブスピーカーとの生活は，学生たちに大きな英語学習に対する動
機づけを与えてくれるが，毎年，派遣学生の半数近くが教職履修学生である。将来，教室
で生徒たちに英語を教える際には，このような教師自身の異文化体験は大きな意味をもつ
こととなるであろう。
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　②　長期海外留学
　教職履修学生が行う１年間の長期語学研修については，日本での教職履修との関連を考
えさせながら指導する必要がある。本学では２年次からの留学が制度上可能であるが，そ
れぞれ次のような問題点が生じるのである。
　２年次の留学 ― 基礎的教職科目が２年次に数多く位置づけられており，この時期に留
学を行うと，その後の積み上げ科目の履修が困難となる。また，免許
状取得に際して義務づけられている介護等体験の学外実習に支障をき
たすことになる。
　３年次の留学 ― ４年次で実施される教育実習のために必要な模擬授業等を含む３年次
に設定されている科目が履修できないことになり，帰国後，すぐに教
育実習並びに教員採用試験への対応を迫られることになる。
　４年次の留学 ― 教育実習終了後に留学となるため，カリキュラム上の問題は生じない
が，帰国後，少なくとも半年以上は在学することになるため，授業料
等の負担が生じる。
　上記のような問題点を考え合わせ，本学では次のような指導方針で教職履修学生の留学
希望に対応している。
① 　英語力が十分ついていない段階での留学になる可能性と，教職履修カリキュラム
から生じるであろう問題点を勘案して，２年次での留学は積極的には勧めない。
② 　３年次での留学を希望する学生に対しては，出発前に事前指導を行い，帰国後に
模擬授業等の集中講義を実施するなどのカリキュラム上の特例措置を講じる。
　過去 10 年間の長期留学生に関する帰国後の追跡調査を実施したところ，表７のような
数字となり，教職履修と留学の関連性が明確に見てとれる。
表７　過去 10 年間（2004 年～ 2013 年）の留学生追跡調査
　まずは本学で留学を経験した学生の半数を超える 23 名が教職履修学生であったことが
分かるが，４年次で留学し教員採用試験を受験した学生が全員合格している一方で，３年
次で留学した学生は卒業年度の採用試験には全員が不合格となっているという厳しい現実
がある。教育実習等の教職カリキュラムをほぼ終了して留学し，自己の課題を意識しなが
ら留学生活を送ったであろう４年生に対して，帰国後，教育実習並びに採用試験への対応
が求められた３年生が合格できていないという事実からは，英語教員として求められてい
るものは単なる英語力だけではないことが示されている。ただし，４年次での留学には，
上述したように本人及び保護者に経済的負担を強いる側面があることを考えると，３年次
留学生総数 教職履修学生数 採用試験受験者数 教員採用試験合格者数 卒業後の状況
45
４年 ７ ６ ６ 正規教諭として勤務
３年 15 12 ０ ２年以内に８人合格
２年 １ ０ ０ 帰国後に履修取り下げ
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留学であっても帰国後の教育実習並びに採用試験に対応できるカリキュラム編成と学生指
導の在り方の研究が，今後の本学における英語教員養成上の課題の一つとなるであろう。 
　Ｂ　カリキュラム外プログラム
　（１）英語教員養成におけるカリキュラム外学修・活動の重要性
　前項Ａ（2）で示したとおり，教育職員免許法施行規則は英語教員免許状の取得要件と
して科目区分と必修単位数を定めており，ほとんど全ての教職課程認定大学では，この科
目区分の中に学生の英語コミュニケーション能力育成のため，英会話や英作文を履修させ
るなどの配慮がなされている。しかしながらこれらはあくまで講義上の単位であり，日常
時の学生の学修活動そのものへの指針ではない。「英語教師を目指していますが，英語が
うまくしゃべることができません。このままでは生徒の前に立てないのではないかと不安
です。」，「民間の会話学校へ１年間も通ったにもかかわらず，会話能力があがりません。
自分には能力がないのでしょうか。」という質問もしばしば学生たちから聞かれる。しかし，
１年間英会話学校に通ったとしても 50 週程度のものである。週１回２時間としても全体
では 100 時間くらいのものであり，１日 10 時間の留学経験に換算すると，せいぜい 10 日
間の外国旅行にすぎない。10 日間，英語圏の国を旅行して英会話能力が大幅にアップす
ればそれは全くの奇跡と言ってもよいであろう。現実的な問題として，英語教員養成のカ
リキュラムにわずか 10 単位程度の実技養成の講義を組み込んでみても，それで学生の会
話能力が飛躍的に向上するとは考えられない。
　大学には日々の講義の他にクラブとかサークル活動があり，さらに学生自身の自由で自
発的活動や研究がある。学生たちの様子を見るにつけ，彼女たちのサークル活動等での熱
気とエネルギーは平素の講義の比ではない。要するに人間は学生たると教員たるとを問わ
ず自分の成したいことをする場合は，人から強制される場合の数倍のエネルギーでそれに
対していくものである。
　したがって筆者は，英語教職履修学生の英語コミュニケーション能力を向上させるため
には講義という名の単位を位置づけるだけではなく，むしろ毎日，いつでも，どこでも英
語から離れられないような課外活動に学生を結びつける方法を考え，そのような学修環境
を整備する必要があると考える。このような筆者の考えを具現化するための 10 年間にわ
たる取り組みを以下のとおりまとめておく。
　（２）学生の自主的学修を支援する環境整備
　①　学生合同研究室の整備
　筆者が本学に赴任した時から学生合同研究室（以下，「学生合研」と略称する）は学科
の施設として存在していたが，当時の学生合研は学生の自発的な学修を支援するという観
点からは十分な整備がなされているとは言えない状況であった。当時の学科長とも協議し，
この部屋を学生たちがいつでも自由に使用できる自習室として整備することとした。毎年，
徐々に関係書籍等が増えるとともに，学生たちの研究室利用率も上がっていき，特に教職
履修学生たちが模擬授業の立案・計画をする際や教員採用試験準備のための勉強の場とし
てよく利用している。次ページの表８〜 10 に学生合研の整備状況をまとめて示した。
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表 8　英語英文学科学生合同研究室　整備状況
　* 元県教育庁指導課指導主事の山田昌宏先生から寄贈いただいた英語科教育関係図書
　表８に示した学生の自学自習のための部屋は，常に学生たちが自由に出入りをして活用
している。１年生が上級生に英語学習上の悩みを相談したり，教育実習前の不安を抱えた
３年生が実習を経験してきた４年生に学校の様子や英語授業の指導の在り方等を相談する
など，学年の壁を越えた学生同士の学び合い・教え合いのための貴重な空間として機能し
ている。
表９　英語英文学科学生合同研究室　設置書籍等冊数
* 雑誌類は含めていない。　 
　学生合研に設置する書籍類は年々充実を図ってきたが，山田文庫，教育実習日誌（毎年，
後輩学生の参考となるような内容の優れた日誌は，１名ないしは２名の卒業生に依頼して
残してきている）などは，どのような大学や公立図書館にもない貴重な資料である。
《リスニング道場①》
●ラジオデッキ
　英字新聞・TIME・英語雑誌類
《リスニング道場②》
●ラジオデッキ　リスニング教材全般
共用デスク
●TV・ビデオデッキ
英字新聞・英語雑誌類
入口
文学関係
検定関係
授業研究関係
聖書関係
教職関係
教科書関係
言語関係
文法書関係
辞書関係
教科書関係
教科教育法
教育実習関係
????? ?
 ?
 ?
 ?
 ?
????
書籍等の種類 冊数 書籍等の種類 冊数 書籍等の種類 冊数
山田文庫 435 辞書（学習辞書） 24 聖書関係 24
英語科教育法 90   〃　（言語学） 14 専門書関係 102
英文法 45   〃　（英文学） 21 ペーパーバック 331
教職関係 59 教科書（中・高） 171 リスニング教材 55
教員採用試験 77 教科書（指導書） 30 ビデオ教材（英語授業関係） 77
教育実習日誌 15 外部検定関係 28 ビデオ教材（英語英文学関係） 33
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表 10　英語英文学科学生合同研究室　教職関連文書・書籍の種類
　　　　　①　教職一般
　　　　　　　○教科教育法関連図書
　　　　　　　○教育原理・教育心理・教育哲学・青年心理関連図書
　　　　　②　教育実習関係
　　　　　　　○実習関連図書
　　　　　　　○卒業生が残した教育実習日誌
　　　　　　　○先輩から後輩へのメッセージ
　　　　　③　教員採用試験関係
　　　　　　　○教員採用試験対策関係図書
　　　　　　　○岡山県教員採用試験１次試験問題
　　　　　　　○岡山県教員採用試験２次試験復元問題
　　　　　　　○合格者アンケート
　　　　　④　その他 教職関連図書
　②　教職支援センター・教職学生閲覧室
　本学では 2010 年 10 月から学内に教職履修学生を支援するために教職支援センターを開
設した。このセンター内には，本学全ての教職履修学生が利用できる教職学生閲覧室を備
えている。英語教師を目指す学生たちにとっても利用価値の大きい施設となっており，学
生の自学自習を促す役割を果たしている。また，同じフロアーには教職相談室が設置され
ており，公立中学校退職校長１名が相談員として配置されている。学生たちには，日々，
教職に関する相談ができる機会が保障されている。
表 11　教職学生閲覧室　設置書籍等冊数
＊雑誌類は含めていない。　　　
　③　語学教育センター
　本学には従来から語学教育センターがあり，学生の外国語能力の向上に大きな役割を果
たしてきた。英語教師を目指す学生がそれぞれの英語力を伸長させるために，このセンター
を積極的に利用するよう指導している。このセンター内に設置している英語自習教材等の
現状は，次の表 12 に示すとおりである。
表 12　語学教育センター　設置書籍等冊数
　  * 海外から収集した速読用教材で，内容・語彙のレベルを５段階で表示してある。
書籍等の種類 冊数 書籍等の種類 冊数 書籍等の種類 冊数
DVD 教材 325 TOEIC 教材 261 各種雑誌等の教材 322
VHS 教材 653 TOEFL 教材 80 カセットテープ 教材 367
*Readers 教材 1,060 英語検定教材 190
初等（保幼小特） 中等（英日現人食） 共　　通 合　　計
437 冊 382 冊 278 冊 1,097 冊
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　④ 外部検定試験団体受験
　前項２（１）⑧で述べたとおり，現在では，国家レベルで英語教師に求められる英語力の
基準が示されており，英語教員養成に当たる本学としても学生の外部検定試験受験を支援
する策を講じている。学生の英語力向上策の一環として，本学では，年２回の TOEIC 学
内団体テストを実施しており，希望する全ての学生に受験機会を保障しているが，特に英
語教職履修学生には自らの英語力を把握し今後の学修に活かすために受験を推奨している。
　次の表 13 に，語学教育センターの協力を得て過去７年間の受験結果をまとめて示す。
なお，登録時に受験者に教職履修者であることを示すことを求めたのが 2008 年 11 月以降
であったため，以下に掲載した記録は 2008 年から 2014 年までのデータとなっている。
表 13　TOEIC 団体テスト　年別受験者数・平均点（2008 年 - 2014 年）
　* 1　各年度，上段は受験者数，下段は平均点を示している。
　* 2　全国４年制大学生（語学・文学系）の平均点（2011 年度〜 2013 年度）は，503 点
実施年 月 受験者（全学科） 教職履修者（英文） 教職履修（英文）1 年生 教職履修（英文）2 年生 教職履修（英文）3 年生 教職履修（英文）4 年生
2008 11月
169 46 7 16 18 5
492 541 464 509 575 630
2009
5月
133 32 0 13 15 4
508 550 - 534 537 647
11月
174 50 8 19 15 8
502 550 500 552 542 605
2010
5月
158 39 0 17 15 7
517 541 - 508 556 588
11月
203 45 6 19 19 1
523 555 536 525 585 670
2011
5月
194 52 1 21 23 7
520 539 390 492 558 636
11月
206 50 11 20 14 5
525 560 471 560 595 658
2012
5月
155 39 0 15 18 6
511 556 - 484 586 646
11月
193 51 8 23 15 5
496 538 429 528 593 589
2013
6月
224 46 0 19 21 6
508 545 - 501 573 583
10月
141 34 3 9 19 3
506 555 412 504 584 663
2014
1月
133 28 5 8 9 6
527 584 543 521 656 592
6月
145 35 0 21 8 6
530 577 - 518 641 696
 平　均  513  553  468  518  583  631 
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　TOEIC 協会はこのテストに関する様々なデータを提供しているが，表下 * ２に示され
ている他に，系を問わない全国の４年制大学生の平均点が 440 点であることから見ても本
学の学生の英語力の高さが窺える。教職履修学生に限ると平均点はより一層高い数値を示
しており，英語教師を目指す学生たちの日々の努力が検証されていると言える。さらに，
学年が上がるにつれて，平均点が確実に上昇している点も指摘しておきたい。
　（３）今後の展望
　これまで述べてきた学生支援策の他に，2014 年度から英語教育センターが開設された
のを受け，本学ジュリーホール 1 階のホールに英語ラウンジ（仮称）が開設される予定で
ある。学生のための広い共用スペースに英語学習のための様々な仕掛けが工夫されていく
ものと思われる。学生たちが自らの英語力向上のための施設として大いに活用することを
期待しているところである。
　前項Ａ（４）で述べたとおり，英語教師を目指す学生が海外留学を通して英語が話せる英
語教師になるべく努力し帰国しており，他の教職履修学生に対しても好ましい影響を与え
ている。しかしながら，外国に留学できる学生の数は限られており，その影響するところ
は必ずしも広範囲ではない。この欠点をカバーする一方法は，英語英文学科の教室に英語
圏からの留学生を受け入れることである。同じ年代の外国人留学生 1 名が英文学科に出入
りすることにより，学生たちは何ら抵抗なくまた英文学科教員も気がねなしに英語を話す
という雰囲気が生まれ，教室内では知らず知らずのうちに英語が使用されていくであろう。
　カリキュラム上での英会話，英作文の単位も必要であろうが，英語教員養成に携わる教
員の責務の一つは，このような英語を自然に話さざるをえない環境整備，ムードの醸成の
ためのカリキュラム外の努力と工夫であると考える。今後，このような面での財政的支援
を大学当局には要請をしていきたいと考えている。
　おわりに
　教職課程は本学にとって開学以来の歴史をもつ免許・資格課程であり，これまで多くの
卒業生を学校現場に輩出してきた。英語英文学科においても，この 10 年で教諭として正
式採用された卒業生の数は 70 名を超えている。近年の厳しい採用状況を考慮すると画期
的な成果を学生たちはあげてくれている。次回，執筆予定の第Ⅱ部では，これらの学生た
ちの努力の軌跡を，10 年間の指導方法並びに履修学生の状況と履修者数・採用試験合格
者数の推移を通して実践報告することにしている。
　最後になるが，本稿の執筆に当たり，関連データを提供していただいた教職支援セン
ター，語学教育センター，国際交流センターの関係者の皆様に感謝を申し上げます。
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